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1. 15年 3月期の業績（平成14年 4月 1日～平成15年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期       61,619    △2.7       2,346   107.1       3,382    77.7

14年 3月期       63,321   △17.7       1,132   △86.2       1,904   △80.6

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
15年 3月期        1,362    58.1         27.70      1.3     2.5     5.5

14年 3月期          861   △69.1         17.23－      0.8     1.4     3.0

(注 )1.期中平均株式数 15年 3月期     49,186,740株 14年 3月期     50,008,330株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
15年 3月期          20.00         10.00         10.00         983    72.2     0.9

14年 3月期          20.00         10.00         10.00         996   115.6     0.9

(注 )15年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 3月期      135,245     107,642     79.6       2,216.77

14年 3月期      130,318     109,699     84.2       2,202.30

(注 )1.期末発行済株式数 15年 3月期     48,558,152株 14年 3月期     49,811,583株
2.期末自己株式数 15年 3月期      2,041,848株 14年 3月期        788,417株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       31,100       1,400         800         10.00－ －

通 期       67,800       4,200       2,400－          10.00         20.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          49円 43銭

※1.上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 に つ き ま し て は 、 添 付 資 料6ペ ー ジ （ 今 後 の 見 通 し ） を 参 照 し て く だ
　 　 さ い 。
　2.記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。



26

6．個別財務諸表等
 (1)貸借対照表

(単位 百万円)
第 72 期 第 73 期

(平成14年3月31日現在) (平成15年3月31日現在) 増 減 額
期  別

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比

（資産の部） ％ ％
Ⅰ 流 動 資 産 79,482 61.0 82,482 61.0 2,999
1. 現 金 及 び 預 金 44,970 44,258 △712
2. 受 取 手 形 4,955 4,915 △40
3. 売 掛 金 ※3 15,251 17,196 1,944
4. 商 品 99 107 7
5. 製 品 5,290 9,168 3,878
6. 原 材 料 2,252 2,294 42
7. 仕 掛 品 3,734 2,802 △932
8. 貯 蔵 品 22 22 △0
9. 前 払 費 用 277 459 182
10. 繰 延 税 金 資 産 574 892 318
11. 未 収 入 金 161 248 86
12. 未 収 法 人 税 等 2,012 - △2,012
13. 未 収 消 費 税 等 30 371 340
14. そ の 他 118 38 △80

貸 倒 引 当 金 △273 △294 △21
Ⅱ 固 定 資 産 50,835 39.0 52,763 39.0 1,927
1. 有 形 固 定 資 産 ※1 35,807 27.5 39,502 29.2 3,694
(1) 建 物 16,840 17,123 282
(2) 構 築 物 2,089 2,099 9
(3) 機 械 装 置 4,548 6,534 1,985
(4) 車 輌 運 搬 具 55 71 16
(5) 工 具 器 具 備 品 2,057 2,519 462
(6) 土 地 8,552 8,552 -
(7) 建 設 仮 勘 定 1,663 2,602 938
2. 無 形 固 定 資 産 53 0.0 114 0.1 61
(1) ソ フ ト ウ ェ ア 29 111 81
(2) 施 設 利 用 権 3 3 △0
(3) 電 話 加 入 権 19 - △19
3. 投 資 そ の 他 の 資 産 14,974 11.5 13,146 9.7 △1,828
(1) 投 資 有 価 証 券 5,152 3,691 △1,460
(2) 関 係 会 社 株 式 4,164 4,164 -
(3) 長 期 貸 付 金 20 16 △3

(4) 従 業 員 に 対 す る
長 期 貸 付 金

30 16 △13

(5) 関係会社長期貸付金 529 102 △426
(6) 長 期 前 払 費 用 1,962 1,718 △243
(7) 繰 延 税 金 資 産 2,488 2,939 450
(8) 差 入 保 証 金 111 116 5
(9) 保 険 積 立 金 435 299 △136

(10) そ の 他 152 94 △58
貸 倒 引 当 金 △71 △13 57

資 産 合 計 130,318 100.0 135,245 100.0 4,926
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(単位 百万円)

第 72 期 第 73 期
(平成14年3月31日現在) (平成15年3月31日現在) 増 減 額

期  別

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比
（負債の部） ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債 13,710 10.5 20,236 15.0 6,525
1. 支 払 手 形 1,270 1,377 107

2. 買 掛 金 4,616 5,270 654
3. 未 払 金 1,056 1,277 221
4. 未 払 費 用 1,533 1,686 153
5. 未 払 法 人 税 等 - 1,280 1,280
6. 前 受 金 1,292 5,458 4,165
7. 預 り 金 176 64 △111
8. 賞 与 引 当 金 1,155 1,208 52
9. 製 品 保 証 引 当 金 - 42 42

10. 設 備 関 係 支 払 手 形 393 1,287 894
11. 設 備 関 係 未 払 金 2,189 1,250 △938
12. そ の 他 27 31 4
Ⅱ 固 定 負 債 6,908 5.3 7,366 5.4 458
1. 長 期 借 入 金 21 10 △11
2. 退 職 給 付 引 当 金 5,918 6,611 693
3. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 907 679 △228
4. 預 り 保 証 金 60 64 4
負 債 合 計 20,618 15.8 27,603 20.4 6,984

（資本の部）
Ⅰ 資 本 金 14,640 11.2 - - △14,640
Ⅱ 資 本 準 備 金 15,207 11.7 - - △15,207
Ⅲ 利 益 準 備 金 1,640 1.3 - - △1,640
Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金 78,456 60.2 - - △78,456
1. 任 意 積 立 金 74,503 - - △74,503
(1) 圧 縮 記 帳 積 立 金 250 - - △250
(2) 別 途 積 立 金 74,253 - - △74,253
2. 当 期 未 処 分 利 益 3,953 - - △3,953

Ⅴ その他有価証券評価差額金 1,217 0.9 - - △1,217
Ⅵ自 己 株 式 △1,463 △1.1 - - △1,463

資 本 合 計 109,699 84.2 - - △109,699
負 債 ・ 資 本 合 計 130,318 100.0 - - △130,318

Ⅰ 資 本 金 ※2 14,640 10.8 14,640
Ⅱ 資 本 剰 余 金 15,207 11.2 15,207

資 本 準 備 金            15,207 15,207
Ⅲ 利 益 剰 余 金 80,463 59.5 80,463
1.利 益 準 備 金 1,640 1,640
2.任 意 積 立 金 74,468 74,468
(1) 圧 縮 記 帳 積 立 金 215 215
(2) 別 途 積 立 金 74,253 74,253
3.当 期 未 処 分 利 益 4,354 4,354

Ⅳその他有価証券評価差額金 790 0.6 790
Ⅴ自 己 株 式 ※2 △3,460 △2.5 △3,460

資 本 合 計 107,642 79.6 107,642
負 債 ・ 資 本 合 計 135,245 100.0 135,245
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(2)損益計算書
(単位 百万円)

第 72 期 第 73 期
自平成13年4月１日 自平成14年4月１日
至平成14年3月31日 至平成15年3月31日 増減額

期  別

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比
％ ％

Ⅰ 売 上 高
1. 製 品 売 上 高 60,343 58,791
2. 商 品 売 上 高 2,978 63,321 100.0 2,828 61,619 100.0 △1,702

Ⅱ 売 上 原 価
1. 製品商品期首たな卸高 9,529 5,390
2. 当 期 製 品 製 造 原 価 ※3 39,780 44,088
3. 当 期 商 品 仕 入 高 2,598 2,605

合    計 51,908 52,084
4. 他 勘 定 振 替 高 ※1 874 557
5. 製品商品期末たな卸高 5,390 45,644 72.1 9,275 42,251 68.6 △3,392

売 上 総 利 益 17,677 27.9 19,367 31.4 1,690
Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3 16,544 26.1 17,021 27.6 477

営 業 利 益 1,132 1.8 2,346 3.8 1,213
Ⅳ 営 業 外 収 益
1. 受 取 利 息 ※6 114 46
2. 受 取 配 当 金 ※6 256 499
3. 受 取 技 術 援 助 料 ※6 259 388
4. 為 替 差 益 179 -
5. そ の 他 ※6 248 1,058 1.7 415 1,349 2.2 291
Ⅴ 営 業 外 費 用
1. 支 払 利 息 1 0
2. 為 替 差 損 - 120
3. た な 卸 資 産 廃 棄 損 245 109
4. そ の 他 40 287 0.5 82 313 0.5 26

経 常 利 益 1,904 3.0 3,382 5.5 1,478
Ⅵ 特 別 利 益
1. 固 定 資 産 売 却 益 ※4 0 2
2. 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 - 28
3. そ の 他 0 0 0.0 0 31 0.0 31
Ⅶ 特 別 損 失
1. 固 定 資 産 除 却 損 ※5 226 162
2. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 238 680
3. ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 11 -
4. 新 工 場 立 ち 上 が り 費 用 27 125
5. 過年度製品保証引当金繰入額 - 22
6. そ の 他 1 505 0.8 - 990 1.6 485
税 引 前 当 期 純 利 益 1,398 2.2 2,423 3.9 1,024
法人税、住民税及び事業税 414 1,493
法 人 税 等 調 整 額 122 537 0.8 △432 1,060 1.7 523
当 期 純 利 益 861 1.4 1,362 2.2 500
前 期 繰 越 利 益 3,589 3,490 △99
中 間 配 当 額 498 498 △0
当 期 未 処 分 利 益 3,953 4,354 401
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(3)利益処分案
（単位 百万円)

第 72 期（実績） 第 73 期（案）期  別
科  目 金額 金額
Ⅰ当期未処分利益 3,953 4,354
Ⅱ任意積立金取崩額
1.圧縮記帳積立金取崩額 34 34 28 28

合     計 3,988 4,382
Ⅲ利益処分額

1.配当金 498 485
（普通配当 1 株
につき 10 円）

（普通配当 1 株
につき 10 円）

2.圧縮記帳積立金 - 498 4 490
Ⅳ次期繰越利益 3,490 3,892

(注)1.当期は平成 14年 12 月 9 日に 498 百万円（1株につき 10 円）の中間配当を実施いたしました。
2.圧縮記帳積立金は、税率変更による繰延税金負債の減額修正に伴う積立額であります。
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 (4)重要な会計方針

1.有価証券の評価基準および評価方法
(1) 子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。
(2) その他有価証券

① 時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）によっております。
② 時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

2.たな卸資産の評価基準および評価方法
(1) 製品

総平均法による原価法によっております。
ただし、一部（プロセス機器）の製品については個別法による原価法によっております。

(2) 商品、原材料、仕掛品および貯蔵品
先入先出法による原価法によっております。
ただし、一部（プロセス機器）の原材料および仕掛品については個別法による原価法によって

おります。

3.固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。
ただし、平成10 年 4月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を

採用しております｡
なお、主な耐用年数は、建物および構築物が 3～50 年、機械装置および工具器具備品が 3～8

年であります。
(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（5年）に基づいております。

(3) 長期前払費用
定額法を採用しております。

4.外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

5.引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
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(3) 製品保証引当金

販売済みプロセス機器製品の無償修理に対する費用支出に備えるため、過去の実績に基づく無
償修理見込額を計上しております。

（追加情報）
当社は、プロセス機器製品販売後一定期間内については、無償で修理を行うことにしておりま

す。プロセス機器製品の保証に係る無償修理費は、従来、支出時の費用として処理しておりまし
たが、装置事業の成長とともに将来における無償修理費の負担額が重要性を増してきている状況

に鑑み、売上発生時に費用配分することで、より期間損益の適正化を図るため、当事業年度より
過去の実績に基づく無償修理費見込額を引当計上する方法に変更いたしました。
この変更に伴い、当事業年度発生額 39百万円は売上原価に計上し、過年度発生額 22 百万円は

特別損失に計上しております。この結果、従来の方法に比し、営業利益および経常利益は 19 百万
円減少し、税引前当期純利益は 42 百万円減少しております。

(4) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき計上しております。
なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）に

よる定額法により按分した額を発生の事業年度から費用処理しております。
また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理する
こととしております。

(5) 役員退職慰労引当金
役員退職慰労金の支出に備えて、「役員退職金の取扱いに関する規程（内規)」に基づく期末要

支給額を計上しております。

6.リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

7.ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金銭債権については、振当処理を行っております。
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段･･･為替予約取引
ヘッジ対象･･･外貨建売上債権等

(3) ヘッジ方針
為替変動によるリスクをヘッジしており、投機目的の取引は行わない方針であります。

(4) ヘッジの有効性評価の方法
為替予約取引については、実需の範囲内で実施しており、振当処理の要件を満たしているため

ヘッジの有効性評価は省略しております。

8.その他財務諸表作成のための重要な事項
(1) 消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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(5)会計処理の変更
1. 自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準

　当事業年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平
成 14 年 2 月 21 日　企業会計基準第 1号）を適用しております。この変更に伴う損益に与える影響
は、軽微であります。
　なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表の資本の部については、改正後の
財務諸表等規則により作成しております。

2. 1 株当たり当期純利益に関する会計基準等
　当事業年度から「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成 14 年 9
月 25 日　企業会計基準第 2号）および「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準委員会　平成 14 年 9 月 25日　企業会計基準適用指針第 4号）を適用しております。
　なお、同会計基準および適用指針を前事業年度に適用した場合の影響はありません。

(6)表示方法の変更
（貸借対照表関係）
　前事業年度において区分掲記していた「前渡金」（当事業年度 0百万円）は、金額が僅少であるため、
流動資産の「その他」に含めて表示することに変更しました。

(7)注記事項
（貸借対照表関係）
※1.有形固定資産の減価償却累計額は、62,530 百万円であります。

※2.授権株式数、発行済株式総数および自己株式数
授権株式数 200,000,000 株
発行済株式総数 普通株式 50,600,000 株
自己株式数 普通株式 2,041,848 株

※3.関係会社に係る注記
関係会社との取引に基づいて発生した売掛金の残高は 2,529 百万円であります。

（損益計算書関係）
※1.他勘定振替高は製造原価（他勘定受入高）229 百万円、販売費及び一般管理費（広告宣伝費等）316

百万円および有償支給 11 百万円への振替であります。

※2.販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金額は次のとおりであります。
　なお、販売費及び一般管理費のおおよその割合は販売費 42％、一般管理費 58％であります。
保管・運送費 2,870 百万円
貸倒引当金繰入額 37 百万円
特許等使用料 963 百万円
給料手当 2,939 百万円
賞与引当金繰入額 442 百万円
退職給付引当金繰入額 495 百万円
役員退職慰労引当金繰入額 72 百万円
研究用消耗品費 1,903 百万円
減価償却費 1,978 百万円

※3.一般管理費および当期製造費用に含まれる費用のうち、研究開発目的に使用された額は、次のとお
りであります。
一般管理費 5,672 百万円
当期製造費用 355 百万円
研究開発費の合計 6,028 百万円
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※4.固定資産売却益の主な内容は、工具器具備品および車輌運搬具の売却による売却益 2 百万円であり
ます。

※5.固定資産除却損の内容は、老朽化等による設備の除却損 46 百万円および設備撤去費用 115 百万円で
あります。

※ 6.関係会社に係る注記
営業外収益には関係会社との取引により発生した収益が、次のとおり含まれております。
受取利息 33 百万円
受取配当金 471 百万円
受取技術援助料 254 百万円
その他 41 百万円

7.配当制限
商法第 290条第 1項第 6号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額は 790 百万

円であります。

(8)有価証券関係

前事業年度（自平成 13 年 4 月 1 日 至平成 14 年 3 月 31 日）
  子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの

該当する有価証券は所有しておりません。

当事業年度（自平成 14 年 4 月 1 日 至平成 15 年 3 月 31 日）
子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの
該当する有価証券は所有しておりません。
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(9)税効果会計関係
1.繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(1)流動資産
　　繰延税金資産
　　　貸倒引当金損金算入限度超過額 114 百万円

研究用消耗品費 61 百万円
未払社会保険料 59 百万円
未払事業税 127 百万円

　　　賞与引当金損金算入限度超過額 424 百万円
　　　その他 105 百万円
　　  繰延税金資産合計 892 百万円

(2)固定資産
　　繰延税金資産
　　　退職給付引当金損金算入限度超過額 2,650 百万円
　　　役員退職慰労引当金損金不算入 273 百万円
　　　減価償却費損金算入限度超過額 357 百万円
      投資有価証券評価損 284 百万円
　　　その他 34 百万円
　　  繰延税金資産合計 3,599 百万円
　　繰延税金負債
　　　圧縮記帳積立金 128 百万円
　　　その他有価証券評価差額金 531 百万円
　　  繰延税金負債合計 660 百万円
　　繰延税金資産の純額 2,939 百万円

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 41.6％
 (調整)
  永久に損金に算入されない交際費 1.3％
  永久に益金に算入されない受取配当金 △1.6％

外国税額控除 △4.6％
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 5.0％

  その他 2.0％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.7％

3．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正
「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15年法律 9号）が平成 15 年 3 月 31 日に公布されたこ
とに伴い、当事業年度の繰延税金資産および繰延税金負債の計算（ただし、平成 16 年 4 月 1 日以降
解消が見込まれるものに限る。）に使用した法定実効税率は、前期の 41.6％から 40.2％に変更され
ております。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 102 百万円減
少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が 120 百万円、その他有価証券評価差額金が 18 百万
円、それぞれ増加しております。
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(10)１株当たり情報

1 株当たり純資産額 2,216.77 円

1 株当たり当期純利益 27.70 円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、旧商法第 210 条ノ 2 の規程による自己株式取得方
式のストックオプションを付与しておりますが、調整計算の結果、１株当たり当期純利益が希薄化しな

いため記載しておりません。

（注）1. 1株当たり情報の計算については、前事業年度より自己株式を控除して算出しております。
2. 1 株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

損益計算上の当期純利益 1,362 百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円

普通株式に係る当期純利益 1,362 百万円

期中平均株式数 49,186,740 株

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後 1 株当たり当期純利益の算定
に含まれなかった潜在株式の概要

旧商法第 210 条ノ 2の規定による

ストックオプション
普通株式　788,000株

(11)役員の異動

本日（平成 15 年 5 月 21 日）付で公表いたしました「役員の異動および執行役員制度導入についての
お知らせ」をご参照ください。
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